
公益社団法人神奈川県産業資源循環協会定款 

第 1 章 総則 

（名称） 

第１条 この法人は、公益社団法人神奈川県産業資源循環協会（以下「本会」という。）

という。 

（事務所） 

第２条 本会は、事務所を神奈川県横浜市中区に置く。 

（目的） 

第３条 本会は、産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を含む。以下同じ。）の収集運

搬、中間処理、再生利用、資源化、埋立処分、海洋投入処分等産業廃棄物の処

理、資源循環に係る調査研究、指導相談、普及啓発等に関する事業及び産業廃棄

物処理業の振興に関する事業を行うことにより、産業廃棄物の適正処理及び資源

化を推進し、生活環境の保全と公衆衛生の向上及び資源循環の推進を図り、もっ

て県民福祉の向上及び循環型社会づくりの促進に寄与することを目的とする。 

（事業） 

第４条 本会は、前条の目的を達成するために、公益目的事業（公益社団法人及び

公益財団法人の認定に関する法律（平成 18 年法律第 49 号。以下「公益法人認定

法」という。)第 2 条第 4 号に規定する公益目的事業をいう。以下同じ。）とし

て、次の事業を行う。 

(1) 調査研究及びその結果の公表に関する事業 

(2) 情報の収集及び提供並びに機関誌の発行等に関する事業 

(3) 指導、相談及び産業廃棄物処理業者のあっせんに関する事業 

(4) 研修会、講習会、視察見学会及び体験学習会の開催に関する事業 

(5) 産業廃棄物の処理、生活環境の保全、資源循環の推進等に関する普及啓発に

関する事業 

(6) 不法投棄廃棄物の撤去並びに廃棄物の不法投棄及び不適正処理のパトロール

に関する事業 

(7) 産業廃棄物処理施設の設置促進に関する事業 

(8) 法令集、技術資料集、手引書等の発行及び購入あっせんに関する事業 

(9) 関係行政機関の施策に対する協力及び事業の受託に関する事業 

(10) 許可申請講習会等の実施協力に関する事業 

(11) 産業廃棄物処理業の安全衛生に関する事業 

(12) 産業廃棄物処理業の振興及び社会的地位の向上並びに顕彰に関する事業 

(13) 災害廃棄物の処理の支援等に関する事業 

(14) 公益社団法人全国産業資源循環連合会及び産業廃棄物の適正処理を推進する

公益社団法人、公益財団法人等との連携事業  

(15) 産業廃棄物処理業経営者の後継者の養成に関する事業 

(16) その他産業廃棄物の適正処理、資源循環の推進のための産業廃棄物の処理又



は産業廃棄物処理業の振興に関する事業 

２ 本会は、前項に定める事業のほか、会員のための共益事業として次の事業を行う。 

(1) 会員及び会員の従業員の元気回復等の福利厚生に関する事業 

(2) 会員及び会員の従業員の懇親、親睦、意見交換等に関する事業 

(3) 会員に対する法令集、技術資料集、手引書等の配布に関する事業 

３ 本会は、前２項に定める事業のほか、第１項の規定による公益目的事業の実施に

必要とする財源を確保するため収益事業を行うことができる。この場合において、

公益法人認定法第１５条に規定する公益目的事業比率が５０パーセント以上とな

るように配慮しなければならない。 

４ 前３項に規定する事業は、神奈川県内において行うものとする。 

（事業実施のための実費徴収） 

第 4 条の 2 本会は、前条第１項又は第２項に規定する事業を実施するために必要と

する実費の一部を、当該事業の受益者から徴収することができる。 

２ 前条第 1 項に規定する事業のうち、その経費に第 7 条の規定による入会金及び会

費をもって充てるものについては、その経費の範囲内で、会員以外の者からのみ前

項の規定による実費の徴収をすることができる。この場合において、当該徴収する

実費の一部は、当該事業の内容や実施方法等に即して社会通念上妥当な範囲内のも

のであって、公益目的事業としての性格を失うことのない程度のものでなければな

らない。 

 

第 2 章 会員 

（会員の種類） 

第５条 本会の会員は、次の 2 種類とし、正会員をもって一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律（平成 18 年法律第 48 号。以下「一般社団・財団法人法」とい

う。）上の社員とする。 

(1) 正会員 

ア 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄

物処理法」という。）の規定に基づき、産業廃棄物の処理を業として行ってい

る者で、本会の目的に賛同して入会したもの 

イ 産業廃棄物を排出する事業者又は再生利用を行う事業者で、本会の目的に賛

同して入会したもの 

ウ 産業廃棄物の適正な処理の推進に貢献している個人、法人又は団体で、本会

の目的に賛同して入会したもの 

(2) 賛助会員 

 個人、法人又は団体で、本会の目的に賛同し、事業の推進を援助するために入

会したもの 

（入会） 

第６条 会員になろうとする者は、入会申込書及び理事会で定めた文書を会長に提出



し、理事会の承認を得なければならない。 

（入会金及び会費） 

第７条 会員は、社員総会において定めるところにより、入会金及び会費を納入しな

ければならない。                 

（変更事項等の届出） 

第８条 会員は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに会長にその旨を届

け出なければならない。 

(1) 住所若しくは氏名（法人又は団体にあっては、主たる事務所の所在地、名称又

は代表者の氏名）又は連絡方法を変更したとき。 

(2) 第 5 条第 1 号アに規定する業の一部又は全部を取得又は廃止若しくは変更し

たとき。 

(3) その他理事会の決議を経て会長が定める事項を変更したとき。 

（任意退会） 

第９条 会員は、いつでも退会することができる。この場合において、退会しよう

とするときは、その旨を会長に届け出なければならない。 

（会員資格の喪失） 

第 9 条の 2 会員は、前条に定めるもののほか、次の事由によって会員資格を喪失

して退会する。 

 (1) 総社員の同意 

(2) 死亡又は解散 

(3)  除名 

(4) 神奈川県内において廃棄物処理法に基づく許可をすべて取り消されたとき。 

(5) 会費を引続き 2 年以上納入しないとき。 

２ 会長は、前項の規定によって会員が退会したときは、当該会員にその旨を通知し

なければならない。 

（除名） 

第 10 条 会員が次の各号のいずれかに該当するときは、社員総会において、正会員

の 3 分の 2 以上の同意により、これを除名することができる。 

(1) 本会の名誉をき損したとき。 

(2) 本会の設立の趣旨に反する行為をしたとき。 

２ 前項の規定により会員を除名しようとするときは、会長は、当該会員に、当該

社員総会の１週間前までにその旨及びその理由を通知するとともに、当該社員総

会への出席を要請し、当該社員総会において、当該会員に弁明の機会を与えなけ

ればならない。 

３ 会長は、第 1 項の規定により会員を除名したときは、当該会員にその旨を通知

しなければならない。 

（拠出金品の不返還等） 

第 11 条 既に納入した入会金、会費その他の拠出金品は、返還しない。 



２ 会員は、第９条から第 10 条までの規定により退会した場合において、未履行の

義務があるときは、その履行を免れない。 

（会員名簿）  

第 11 条の２ 会長は、会員の氏名又は名称及び住所を記載した会員名簿を作成し、

事務所に備え置き、その開示の請求があったときは、これを開示しなければなら

ない。ただし、電磁的記録により会員名簿を作成した場合には、本会のホームペ

ージにより表示し、開示するものとする。 

２ 前項の会員名簿の開示については、一般社団・財団法人法第 32 条第 2 項及び第

3 項並びに別に定める情報開示に関する規程に規定するところによる。 

第 3 章 社員総会 

（社員総会の構成等） 

第 12 条 社員総会は、正会員をもって構成する。 

２ 社員総会において、正会員は、各 1 個の議決権を有する。 

３ 社員総会は、定時社員総会と臨時社員総会とする。 

（社員総会の権限） 

第 13 条 社員総会は、次の事項について決議又は承認する。 

(1) 入会金及び会費を定めること。 

(2) 会員の除名 

(3) 理事及び監事の選任又は解任 

(4) 事業報告及び収支決算（貸借対照表、損益計算書、正味財産増減計算書及びこ

れらの附属明細書を含む。）の承認 

(5) 定款の変更 

(6) 解散及び残余財産の処分 

(7) その他社員総会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

（社員総会の開催） 

第 14 条 定時社員総会は、毎年６月に開催する。 

２ 臨時社員総会は、次の各号のいずれかに該当するときに開催する。 

(1) 理事会において開催の決議がなされたとき。 

(2) 総正会員の議決権の 100 分の 18 以上の議決権を有する正会員から、社員総会

の目的である事項及び招集の理由を示して請求があったとき。 

(3) 前号の請求をした正会員が、裁判所の許可を得て招集したとき。 

（社員総会の招集等） 

第 15 条 社員総会は、前条第 2 項第 3 号の場合を除き、理事会の決議により会長が

招集する。 

２ 会長は、前条第 2 項第 2 号の規定により請求があったときは、請求があった日

から 6 週間以内に臨時社員総会を招集しなければならない。 

３ 社員総会を招集するには、正会員に対し、会議の日時及び場所、目的である事

項及びその内容並びに代理人又は書面によって議決権を行使すること（以下「議



決権行使」という。）ができる旨を示して、議決権行使の参考となるべき事項を記

載した書類及び議決権行使のための書面を添えて、開催の日の 2 週間前までに文

書をもって通知しなければならない。 

４ 総議決権の３０分の 1 以上の議決権を有する正会員は、一定の事項を社員総会

の目的とすることを請求することができる。  

５ 社員総会の目的である事項についての正会員の議案提案権に関しては、一般社

団・財団法人法第 44 条及び第 45 条に定めるところによる。 

（監事の社員総会提出議案等の調査） 

第 16 条 監事は、社員総会に提出する議案、書類等を調査しなければならない。こ

の場合において、法令若しくは定款に違反し、又は著しく不当な事項があると認

めるときは、その調査結果を社員総会に報告しなければならない。 

（社員総会の議長） 

第 17 条 社員総会の議長は、その社員総会において、出席正会員のうちから選任す

る。 

２ 社員総会の議長は、当該社員総会の秩序を維持し、議事を整理するとともに、

その命令に従わない者その他当該社員総会の秩序を乱す者を退場させることがで

きる。 

（社員総会の定足数） 

第 18 条 社員総会は、総正会員の議決権の過半数を有する正会員の出席がなければ

開会することができない。 

（社員総会の決議） 

第 19 条 社員総会の議事は、一般社団・財団法人法第 49 条第 2 項及びこの定款に

定めるもののほか、出席正会員の議決権の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、議事は決しないものとする。 

２ 社員総会においては、社員総会の目的である事項以外に決議をすることができ

ない。ただし、一般社団・財団法人法第 55 条の規定による資料、業務及び財産の

状況を調査する者の選任に関する決議については、この限りではない。 

３ 役員の選任に関する議事は、あらかじめ理事会において候補者を選考・推薦

し、当該候補者ごとに決議しなければならない。ただし、その社員総会におい

て、その決議方法をあらかじめ諮ったうえで他の方法で決議することができる。 

４ 前項の場合において、前項の候補者以外の候補者の提案があった場合において

は、理事又は監事の候補者の合計の数が第 25 条第 1 項に規定する定数を上回った

ときは、過半数の賛成を得た者の中から得票数の多い順に定数に達するまでのも

のを選任することができる。 

（社員総会の延期又は続行の決議） 

第 20 条 社員総会においてその延期又は続行の決議があったときは、一般社団・財

団法人法第 56 条に定めるところによる。 

（社員総会における議決権の代理行使及び書面による行使） 



第 21 条 正会員は、他の正会員を代理人として社員総会の議決権行使ができる。こ

の場合において、代理人は、範囲を明確にしたその代理権の行使を証明する書面

を提出しなければならない。 

２ やむを得ない理由のため、社員総会に出席することができない正会員は、あら

かじめ通知された事項について、あらかじめ理事会が定めた期限までに、必要事

項を記載した議決権行使の書面をもって議決権行使ができる。 

３ 前 2 項の規定によって議決権行使をした正会員は、第 18 条、第 19 条及び第 23

条第 1 項第 3 号の規定の適用については、出席したものとみなす。 

（社員総会における理事等の説明義務） 
第 22 条 理事又は監事は、理事会の決議に基づき又は社員総会の求めにより、社員

総会において自己の執行又は監査した業務に関する特定の事項について説明をし

なければならない。 

（社員総会の議事録） 

第 23 条 社員総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければ

ならない。 

(1) 社員総会の日時及び場所 

(2) 正会員の現在数 

(3) 出席正会員の数及び第 21 条第 3 項の規定により出席したものとみなされたも

のの数 

(4) 議決事項 

(5) 議事の経過の要領及びその結果 

(6) 述べられた意見又は発言の概要 

(7) 出席した理事及び監事の氏名 

(8) 議長の氏名 

(9) 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名及び次項の規定による議事録署名人

の選任に関する事項 

(10) その他一般社団法人及び財団法人に関する法律施行規則（平成 19 年法務省令第

28 号）第 11 条第 3 項及び第 4 項に規定する事項（第 1 号から第 9 号までに掲

げるものを除く。） 

２ 議事録には、議長のほか、出席正会員のうちからその社員総会において選出さ

れた議事録署名人 2 人以上が署名押印しなければならない。 

３ 社員総会の議事録は、社員総会の日から少なくとも 10 年間事務所に備え置かな

ければならない。 

４ 会員及び債権者は、業務時間内は、いつでも社員総会の議事録の公開を請求す

ることができる。 

（賛助会員の出席） 

第 24 条 賛助会員は、社員総会に出席して意見を述べることができる。ただし、表

決に加わることはできない。 



 

第 4 章 役員及び事務局 

（役員） 

第 25 条 本会に、次の役員を置き、第 1 号及び第 2 号に規定する者をもって一般社

団・財団法人法第 91 条第 1 項第 1 号に規定する代表理事とし、第 4 号に規定する

者をもって同項第 2 号に規定する業務を執行する理事とする。 

(1) 会長   1 人 

(2) 代表理事副会長  2 人以内 

(3) 副会長   6 人以内 

(4) 専務理事   1 人 

(5) 常任理事  15 人以内 

(6) 理事（会長、代表理事副会長、副会長、専務理事及び常任理事を含む。） 

        22 人以上 30 人以内 

(7)  監事   2 人 

２ 理事及び監事は、社員総会において選任する。この場合において、会長は、監

事の選任に関する議案を社員総会に提案するときは、監事の過半数の同意を得な

ければならない。 

３ 会長、代表理事副会長、副会長、専務理事及び常任理事（以下、「常任理事等」

という。）は、理事の互選により定める。 

４ 理事及び監事は、相互に兼ねることができない。 

５ 一般社団・財団法人法第 65 条第 1 項各号に該当する者は、役員となることがで

きない。 

６ 理事又は監事の選任において、公益法人認定法第 5 条第 10 号又は第 11 号の規

定に該当するときは、その選任は無効とする。 

（役員の職務等） 

第 26 条 会長は、本会の代表理事として、本会の業務（以下「会務」という。）を

総理する。 

２ 代表理事副会長は、本会の代表理事として、会長を補佐して会務を統括し、会

長に事故があるときはその職務を代理し、会長が欠けたときはその職務を行う。 

３ 副会長は、会長及び代表理事副会長を補佐して会務を掌理する。 

４ 専務理事は、会務を執行する理事として、会長、代表理事副会長及び副会長を

補佐し、本会の常務を掌理する。 

５ 常任理事は、会長、代表理事副会長、副会長及び専務理事を補佐し、会務を分

掌する。 

６ 理事は、理事会を構成し、会務の執行を決定する。 

７ 第 3 項及び第 5 項の規定による会務の掌理及び会務の分掌については、会長

が、理事会の決議を経て定める。 

８ 代表理事及び会務を執行する理事は、会長が、理事会の決議を経て定めるとこ



ろにより、3 箇月に 1 回以上自己の会務の執行について理事会に報告をしなけれ

ばならない。 

９ 監事は、一般社団・財団法人法第 99 条から第 104 条まで及びこの定款に規定す

る職務を行う。 

10 役員は、善良な管理者の注意をもって、忠実に会務を執行又は監査しなければ

ならず、本会の利益と相反する行為を行ってはならない。  

11 理事は、自己の会務の執行において本会又は第三者に損害を与えたときは、そ

の損害を賠償する責に任ずる。 

（役員の任期等） 

第 27 条 役員の任期は、選任後 2 年以内に終了する事業年度のうちの最終のものに

関する定時社員総会の終結のときまでとする。ただし、補欠により選任された役

員の任期は、その選任時に在任する役員の任期の満了時までとする。 

２ 役員は、再任されることができる。 

３ 役員は、任期の満了又は辞任により退任した場合においても、新たに選任され

た役員が就任するまで、なお役員としての権利義務を有する。代表理事も同様と

する。 

（役員の解任等） 

第 28 条 役員は、いつでも、社員総会において、正会員の 3 分の 2 以上の同意によ

り、これを解任することができる。 

２ 第 9 条及び第 9 条の２の規定により退会した会員である役員及び一般社団・財

団法人法第 65 条第 1 項各号に該当した役員は、退任する。 

３ 第 10 条第 2 項及び第 3 項の規定は、第 1 項の規定により役員を解任しようとす

る場合に準用する。この場合において、｢前項｣とあるのは「第 1 項」と、「会員」

とあるのは「役員」と、「除名」とあるのは「解任」と読み替えるものとする。 

（役員の報酬及び費用弁償） 

第 29 条 役員には、報酬、手当及び退職金を支給しない。ただし、常勤であるとき

その他特別の理由があるとき及び監事には、支給することができる。 

２ 常勤役員の報酬月額は、神奈川県の職員の給与及び通勤に要する費用の弁償に

関する条例（昭和 32 年神奈川県条例第 52 号）に定める行政職給料表(1)10 級の

再任用職員の欄に定める額を限度とし、会長が、社員総会において定める年間支

給総額（次項の規定による特別手当の年間支給総額を含む。）の範囲内で、本会の

財政状況並びに神奈川県の再任用職員及び他の団体等の役職員の報酬月額を考慮

して定める額とする。 

３ 常勤役員には、通勤手当を支給する。また、特別手当を支給することができ

る。通勤手当の額は、常勤職員の例による額とし、特別手当の額は、会長が、本

会の財政状況並びに神奈川県の再任用職員及び他の団体の役職員の期末手当等の

額を考慮して定めるとする。 

４ 常勤役員には、職員の例により旅費を支給する。 



５ 監事の報酬は、会長が、社員総会において定める年間支給総額の範囲内で、本

会の財政状況並びに他の団体の監事の報酬及び第 30 条の４の規定による顧問等の

報酬を考慮して定める額とする。 

６ 役員（常勤役員を除く。）には、会長が理事会の決議を経て別に定める役員等の

費用弁償に関する規程に基づき費用を弁償することができる。 

７ 前６項に関し必要な事項は、会長が理事会の決議を経て定める。 

（事務局） 

第 30 条 本会の事務を処理するために、事務局を置く。 

２ 事務局には、事務局長 1 人その他の職員を置く。 

３ 事務局長は、理事会の決議で選任又は解任し、その他の職員は、会長が任免す

る。 

 

第 5 章 顧問、相談役等 

（顧問、相談役及び参与） 

第 30 条の 2 本会に顧問、相談役及び参与(以下「顧問等」という。)を若干名置く

ことができる。 

２ 顧問等は、学識経験者のうちから、会長が理事会の決議を経て委嘱する。 

３ 顧問等の任期は、2 年とする。 

４ 顧問等は、再任されることができる。 

（顧問等の職務） 

第 30 条の３ 顧問は、本会の運営方針について、会長の諮問に応ずる。 

２ 相談役は、本会の運営の具体的方法について、会長の諮問に応ずる。 

３ 参与は、会長の要請を受けて本会の事業遂行に参画する。 

４ 顧問及び相談役は、社員総会、理事会又は常任理事会に出席して意見を述べる

ことができる。ただし、表決に加わることはできない。 

（顧問等の報酬） 

第 30 条の 4 顧問等の報酬は、月額とし、その額は、第 29 条第 2 項に規定する常

勤役員の報酬月額の限度とする額の 2 分の１の額を限度とし、会長が、当該顧問

等を置くこととした事由及び本会の財政状況を考慮して定める額とする。 

（顧問等に関し必要な事項） 

第 30 条の 5 前 2 条に定めるもののほか、顧問等に関し必要な事項は、会長が理事

会の決議を経て定める。 

第 6 章 理事会 

（理事会の組織） 

第 31 条 理事会は、すべての理事で組織する。 

２ 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなければな

らない。 

（理事会の権限） 



第 32 条 理事会は、一般社団・財団法人法及びこの定款に別に定めるもののほか、

次の各号に掲げる職務を行う。 

(1) 業務執行の決定 

(2) 理事の職務の執行の監督 

(3) 代表理事の選定及び解職 

(4) 事業計画及び収支予算の決定 

（理事会の種類） 

第 32 条の２ 理事会は、定時理事会及び臨時理事会とする。 

（理事会の開催） 

第 33 条 定時理事会は、原則として毎事業年度の３月、5 月、９月、12 月の第 2

水曜日 (5 月にあっては第 3 水曜日)及び 6 月の定時社員総会開催の日に開催する。 

２ 臨時理事会は、次の各号に掲げるときに開催する。 

(1) 会長が必要と認めたとき。 

(2) 会長以外の理事から会議の目的である事項を示して請求があったとき。 

(3) 監事から一般社団・財団法人法第 101 条第 2 項の規定により請求があったと

き。 

(4) 前２号の規定により請求があった日から 5 日以内に、その請求があった日から

２週間以内の日を理事会の日とする理事会招集通知が発せられない場合に、その

請求をした理事又は監事が理事会を招集したとき。 

（理事会の招集） 

第 34 条 理事会は、前条第 2 項第 4 号の場合を除き、会長が招集する。 

２ 理事会を招集するには、理事及び監事に対し、会議の目的である事項及びその

内容並びに日時及び場所を示して、理事会の日の 1 週間前までに文書をもって通

知を発しなければならない。ただし、会長が、災害等への対応又は支援のため緊

急の必要があると認めて招集したときは、この限りでない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、理事会は、理事及び監事の全員の同意があるとき

は、招集の手続きを経ることなく開催することができる。 

（理事会の議長） 

第 35 条 理事会の議長は、会長がこれに当たる。 

（理事会の定足数） 

第 36 条 理事会は、理事の過半数の出席がなければ開会することができない。 

（理事会の決議） 

第 37 条 理事会の決議は、決議に加わることのできる理事の過半数が出席し、その

過半数の同意をもって決し、可否同数のときは、決議は決しないものとする。 

２ 前項の決議には、特別の利害関係を有する理事は、加わることができない。 

３ 第 1 項の規定にかかわらず、一般社団・財団法人法第 96 条の要件を満たしたと

きは、理事会の決議があったものとみなす。 

（理事会の議事録） 



第 38 条 理事会の議事については、議事録を作成する。 

(1) 開催された日時及び場所 

(2) 定足数並びに出席したものの役職及び氏名 

(3) 理事会が次のいずれかに該当するものであるときは、その旨 

  ア 理事の請求を受けて招集されたもの 

  イ 理事が招集したもの 

  ウ 監事の請求を受けて招集されたもの 

  エ 監事が招集したもの 

(4) 議事の経過の要領及びその結果 

(5) 決議を要する事項について特別の利害関係を有する理事があるときは、その

理事の氏名 

(6) 議長の氏名 

(7) 述べられた意見又は発言の内容の概要 

(8) 第 37 条第 3 項及び一般社団・財団法人法第 98 条第 1 項に該当する場合にあ

っては、法令で定められた事項 

２ 前項の議事録には、当該理事会に出席した代表理事及び監事が署名押印しなけ

ればならない。 

 

第 7 章 常任理事会 

（常任理事会の設置等） 

第 39 条 本会に常任理事会を置く。 

２ 常任理事会は、常任理事等で組織する。 

（常任理事会の役割） 

第 40 条 常任理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の事項を処理する。 

(1) 理事会に提出する議案について協議し、又は調整すること。 

(2) 会長から指示された事項及び理事会から付託された事項を調査審議し、その結果

を報告すること。 

(3) 次章に定める委員会等の相互の運営について協議し、又は調整すること。 

(4) その他理事会の決議を要しない会務を調整すること。 

（常任理事会の開催等） 

第 41 条 常任理事会は、会長が必要と認めたとき又は常任理事等（会長を除く。）か

ら請求があったときに開催する。 

２ 常任理事会の議長は、会長がこれに当たる。 

 

第 8 章 委員会等 

（委員会等の設置） 

第 42 条 会員による産業廃棄物の適正処理を推進し、地域社会の信頼を確保するた

め、本会に倫理委員会を置く。 



２ 会員の労働災害の防止及びその従業員の安全と健康の保持増進を図り、もって

産業廃棄物処理業界の安全衛生の水準の向上を図るため、本会に安全衛生協議会

を置く。 

３ 本会の事業を円滑に遂行するため、会長が、理事会の決議を経て別に定めると

ころにより、本会に専門委員会及び地区委員会を置く。 

４ 第 25 条第 1 項に規定する役員の候補者を選考・推薦するため、本会に役員推薦

（選考）委員会を置く。 

５ 産業廃棄物処理業の顕彰の候補者を選考・推薦するため、本会に表彰委員会を

置くことができる。 

６ 特定の産業廃棄物又はその処理過程における若しくは処理形態による適正処理

のために必要とするときは、本会に特別委員会又は部会を置くことができる。 

７ 産業廃棄物処理業経営者の後継者の養成のために必要とするときは、本会に青

年部会を置くことができる。 

８ 産業廃棄物処理業における女性の活躍を促進するために必要と認めるときは、

本会に女性部会を置くことができる。 

９ 前各項の規定による倫理委員会、安全衛生協議会、専門委員会、地区委員会、

役員推薦（選考）委員会、表彰委員会、特別委員会、部会、青年部会及び女性部

会（以下「委員会等」という。）は、それぞれ所管する事項について協議又は調査

研究して理事会に意見又は報告を提出し、又は理事会の決定に基づき事業を実施

する。 

10 特定の産業廃棄物の適正処理のために必要とするときは、本会に賛助会員をも

って構成する連絡会を置くことができる。 

11 前項の連絡会は、当該特定の産業廃棄物の適正処理のための委員会等と共同し

て、当該特定の産業廃棄物について協議又は調査研究し、又は正会員とともに活

動し、正会員の適正処理の推進を援助する。 

（委員会等の長等） 

第 43 条 倫理委員会及び役員推薦（選考）委員会の委員長は、会長をもって充て

る。 

２ 安全衛生協議会の議長は、代表理事副会長をもって充てる。 

３ 専門委員会、地区委員会、表彰委員会、特別委員会及び部会（以下「専門委員

会等」という。）の長は、理事会において副会長又は常任理事のうちから選任す

る。 

４ 青年部会の長は、理事のうちから青年部会の推薦に基づいて、理事会において

選任する。 

５ 連絡会の長は、当該連絡会において選任する。 

６ 第３項及び第４項の規定による専門委員会等の長及び青年部会の長は、その会

務の執行については、一般社団・財団法人法第 91 条第 1 項第 2 号の規定による会

務を執行する理事とする。 



（委員会等の委員等の費用弁償）  

第 43 条の２ 委員会等の長、委員及び部会員並びに青年部会及び連絡会の幹事に

は、会長が、理事会の決議を経て別に定めるところにより、費用を弁償すること

ができる。 

（委員会等に関し必要な事項） 

第 44 条 前 2 条に定めるもののほか、委員会等及び連絡会の構成員、組織及び運営

に関し必要な事項は、会長が、理事会の決議を経て別に定める。 

 

第 8 章の 2 公告方法等 

（公告方法） 

第 44 条の２ 本会の公告は、インターネットシステムを利用した本会のホームペー

ジへの掲載及び事務所内への掲示をもってする。 

２ 公告期間は、一般社団・財団法人法第 332 条に定めるところによる。 

（情報の開示） 

第 44 条の 3 本会は、会長が、理事会の決議を経て別に定めるところにより、本会

の文書等を開示するものとする。 

（個人情報の保護） 

第 44 条の 4 本会は、会長が、理事会の決議を経て別に定めるところにより、個人

情報の適切な取扱いを確保するものとする。 

 

第 9 章 資産、会計、事業計画等 

（資産の構成） 

第 45 条 本会の資産は、次に掲げるものをもって構成する。 

(1) 財産目録に記載された財産 

(2) 会費 

(3) 入会金 

(4) 寄附金品 

(5) 補助金及び助成金 

(6) 負担金 

(7) 事業に伴う収入 

(8) 資産から生ずる収入 

(9) その他の収入 

（資産の管理） 

第 46 条 資産は、会長が管理し、その方法は、会長が理事会の決議を経て定める。

この場合において、資産のうち重要なものの処分、譲渡等又は借財をするとき

は、理事会の決議を経て行わなければならない。資産を特定の業務に充てるため

積み立てるときも、同様とする。 

２ 公益目的事業の資金及び剰余金は、当該公益目的事業に充当しなければならな



い。ただし、他の公益目的事業の資金が不足したときに、当該資金が不足した公

益目的事業に充当するときは、この限りでない。 

３ 資産は、公益目的事業のための資産、共益事業のための資産及び管理運営のた

めの資産とに区分して管理しなければならない。 

４ 公益目的事業の経費に充当するため、収益事業を行うときは、その趣旨を明確

にし、収益事業ごとに特別会計として区分して行わなければならない。 

（会計）  

第 46 条の 2 本会の会計は、公益法人会計基準(平成 20 年 4 月 11 日、内閣府公益

認定等委員会決定)によって行う。ただし、特別な理由があるときは、会長が理事

会の決議を経て定めるところによることができる。 

（事業年度） 

第 47 条 本会の事業年度は、毎年 4 月 1 日に始まり、翌年 3 月 31 日に終わる。 

（事業計画及び収支予算） 

第 48 条 本会の事業計画及び収支予算は、会長が、毎事業年度ごとに作成し、当該

事業年度の開始の日までに理事会の承認を受けなければならない。これを変更す

るときも同様とする。ただし、変更するときであって緊急やむを得ないときは、

事後に理事会に報告して承認を得なければならない。 

２ 前項の事業計画及び収支予算は、定時社員総会に報告するものとする。 

３ 会長は、第 1 項の規定により決定した事業計画及び収支予算の書類を当該決定

後速やかに公表するとともに、事務所に当該事業年度が終了するまでの間備え置

き、一般の閲覧に供するものとする。 

４ 会長は、理事会の決議を経て収支予算の会計間又は科目間の流用をすることが

できる。ただし、緊急やむを得ないときは、事後に理事会に報告して承認を得な

ければならない。 

（寄付の受入れ） 

第 48 条の 2 本会への寄付の申し出があったときは、会長は、寄付の種類、金額

（評価額を含む。）、受入れに係る負担等を確認し、管理等に要する費用を検証

し、理事会の決議を経て受入れを決定するものとする。 

２ 寄付を受け入れたときは、会計帳簿に記入し、公益目的事業に使用しなければ

ならない。 

（事業報告及び収支決算） 

第 49 条 本会の事業報告及び収支決算は、会長が、毎事業年度終了後作成し、監事

の監査を経て、理事会の承認を得、次の定時社員総会の承認を得なければならな

い。 

２ 会長は、前項の規定により定時社員総会の承認を得た事業報告及び収支決算の

書類を、監事の監査の書類とともに当該定時社員総会終結後速やかに公表すると

ともに、事務所に 5 年間備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

（剰余金の繰越等） 



第 49 条の２ 毎事業年度の剰余金は、それぞれの事業のために翌事業年度に繰越す

ものとし、会員等に分配する等をしてはならない。 

（資産の管理等に関する委任） 

第 49 条の３ この章に定めるもののほか、資産の管理、会計、収支決算等について

必要な事項は、会長が、理事会の決議を経て別に定める。 

 

第 10 章 定款の変更等 

（定款の変更） 

第 50 条 この定款は、社員総会において正会員の 3 分の 2 以上の同意を得なければ

変更することができない。 

（財産目録等の備え置き等） 

第 50 条の２ 会長は、毎事業年度経過後 3 箇月以内に、次の書類を作成し、神奈川

県知事に提出するとともに、事務所に 5 年間備え置き、一般の閲覧に供するもの

とする。 

(1) 財産目録 

(2) 役員名簿 

(3) 役員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

(4) 前 3 号に掲げるもののほか、内閣府令で定める書類 

 

第 11 章 合併、取消、解散等 

（合併） 

第 51 条 本会は、他の一般社団法人若しくは一般財団法人又は公益社団法人若しく

は公益財団法人と一般社団法人・財団法人法第 242 条の規定により合併をし、第

244 条の規定により吸収合併をすることができる。 

２ 前項の合併または吸収合併については、同法の定めるところによる。 

（解散） 

第 51 条の２ 本会は、一般社団・財団法人法第 148 条各号に該当したとき、同法第

149 条の規定により解散したものとみなされたとき、又は同法第 268 条の規定に

よる解散の訴えが認容されたときは、解散する。 

２ 社員総会の決議に基づいて解散する場合は、正会員の 4 分の 3 の同意を得なけ

ればならない。 

（清算） 

第 51 条の３ 本会は、前 2 条の規定に該当した場合は、一般社団・財団法人法の定

めるところにより清算をしなければならない。 

（公益認定の取消し等に伴う贈与） 

第 51 条の４ 本会が、公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により消滅す

る場合（その権利義務を継承する法人が公益社団法人又は公益財団法人であると

きを除く。）には、社員総会の決議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の



財産を、当該取消しの日又は当該合併の日から 1 箇月以内に、本会と類似の目的

をもつ公益社団法人、公益財団法人又は地方公共団体に贈与するものとする。 

（残余財産の帰属） 

第 51 条の５ 本会が清算する場合において有する残余財産は、社員総会の決議を経

て、本会と類似の目的をもつ公益社団法人、公益財団法人又は地方公共団体に贈

与する。 

 

第 12 章 雑則 

（委任） 

第 52 条 一般社団・財団法人法及びこの定款に定めるもののほか、本会の運営に関

し必要な事項は、会長が理事会の決議を経て別に定める。 

附 則 

１ 本会の設立当初の役員は、第１２条第２項及び第３項の規定にかかわらず、別

紙役員名簿のとおりとし、その任期は、第１４条第１項の規定にかかわらず、平

成３年３月３１日までとする。 

２ 本会の設立当初の事業年度は、第４７条の規定にかかわらず、設立許可のあっ

た日から平成２年３月３１日までとする。 

３ 本会の設立初年度の事業計画及び収支予算は、第４８条の規定にかかわらず、

設立総会の定めるところによる。 

附 則 

この定款は、平成９年８月７日から施行する。 

附 則 

この定款は、平成１２年８月１０日から施行する。 

附 則 

この定款は、平成１３年７月２６日から施行する。 

附 則 

この定款は、平成１５年８月２１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及

び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律（平成 18 年法律第 50 号。以下「整備法」という。）第 106 条第 1 項の規定に

よる設立の登記をした日（平成 23 年 6 月 1 日。以下「移行日」という。）から施

行する。 

（事業年度の特例） 

２ 整備法第 106 条第 1 項の規定による特例民法法人の解散の登記と公益法人設立

の登記を行ったときは、第 47 条の規定にかかわらず、解散の登記の前日を事業年

度の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。 



（役員選任に関する経過措置） 

３ この定款の施行の日後の最初の代表理事は、西之宮優とする。 

（費用弁償の特例） 

４ 役員（常勤役員を除く。）及び委員会等の委員等の費用の弁償は、第 29 条第 6

項及び第 43 条の 2 の規定にかかわらず、監事の監査に伴うもの及び役員の県外出

張に伴うものを除き、平成 21 年 4 月 1 日以降、当分の間行わない。 

附 則 

この定款は、平成２３年８月２４日から施行する。 

附 則 

１ 改正後の定款第１条、第３条及び第４条に係る改正は、平成 29 年 4 月 1 日から

施行する。 

２ 改正後の定款第 25 条に係る改正は、平成 28 年 6 月 15 日から施行する。 

   附 則 

 この定款は、平成 29 年 6 月 14 日から施行する。 

附 則 

 この定款は、令和３年 6 月 16 日から施行する。 

 


